
新型コロナウイルス感染症の医療提供体制の整備に向けた一層の取組の推進について（概要）

○ これまで、昨年末に示した病床確保等のための対策パッケージ等を活用し、医療提供体制の整備を進めてきた。
○ 本年２月２日の「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」の変更により、
①地域の関係団体の協力のもと、地域の会議体を活用して医療機能に応じた役割分担を明確化した上で病床確保を進めること、
②回復患者の転院先となる後方支援医療機関の確保を更に進めること、
③地域の実情に応じた転院支援の仕組みを検討すること
と記載された。

○ これを踏まえ、これまで進めてきた医療提供体制の整備に当たっての考え方や取組等を改めて整理。

【重症患者】
〇 基礎疾患の増悪や血栓による多臓器不全等、呼吸器に限らず全身臓器に対する集中治療が不可欠となるため、
大学病院や地域の基幹病院等の高度な集学的医療を提供できる医療機関での受け入れを中心に整備すること。

【中等症患者】
○ 重点医療機関が中心的な役割を担うこと。特に大都市圏を擁する都道府県等では、公立・公的医療機関をはじ
めとする地域の中核的な医療機関において、新型コロナウイルス対応を強化することを検討すること。

【新型コロナウイルス感染症から回復した患者】
○ 新型コロナ患者用病床の対応能力を拡大するため、新型コロナ感染症から回復した後、引き続き入院管理が必要
な患者を受け入れる後方支援医療機関や退院基準を満たした者を受け入れる高齢者施設の確保に取り組むこと。
⇒ 緊急包括支援交付金や診療報酬の特例等の支援策について、提示。

１．新型コロナ患者受け入れ医療機関の役割分担の明確化

○ 医療機関の転院調整に係る負担を軽減するとともに効率的な病床活用を促すため、例えば、地域医療構想調
整会議を活用して、受け入れ可能医療機関のリストの共有や効率的なマッチングを行う等、地域の実情に適した転
院支援の仕組みを検討すること。
（国の主な支援策）
⇒ 転院調整を行う専門家の配置に必要な費用は、緊急包括支援交付金の「医療搬送体制等確保事業」の対象
⇒ 新型コロナ患者の移送や新型コロナ患者の病床確保のための非新型コロナ患者の転院に伴う搬送は、「感染
症予防事業費等国庫負担金」や緊急包括支援交付金の「医療搬送体制等確保事業」の対象

２．地域の実情に適した転院支援の仕組みの検討
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医療ひっ迫時の地域における医療提供体制の役割分担のイメージ
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